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山田修嗣*
要約
企業の環境対策を考える上で、環境の国際規格であるIS014001が一つの指標となると思
われる O それは、経営における統一的な指針と行動とを決定することを通じて、その規格
が認証され、取得に至るからである O しかし、一般に、 ISOを取得しているのは大半が大
企業であり、多くの中小企業でどれだけ取得にたいする意識が高まっているかは、今まで
はっきりとしていなかった。
そこで本稿では、 ISOの取得動向と取得にたいする積極性をキーワードに、事業所の従
業員規模が大きく、出荷額が多い企業でより認証が取得されていることを確認した。また、
企業のそのような「外部指標Jだけではなく、環境に関する多様な動向に経営上どのよう
に取り組んでいるかといった「内部指標Jも関係していることを述べた。
ただし、注意すべきは、このような結果がでたことで、大企業において環境対策がより
充実していると判断されてはならないという点である。取得の必要性はむしろ有害な排出
物が使用されているなど、環境対策の必要性があるかどうかといった事情が影響している
こともわかった。このことから、 ISO認証が取得されていることと、いわゆる「環境に優
しい」企業であることとは、必ずしも一致しないといえる。 ISO取得という事実に付随す
る現下の「環境」イメージは、今後、具体的な企業の活動を外部から監視することを加え、
評価されねばならない。 ISOの認証自体は、実際の環境パフォーマンスには言及していな
いからである。
*東洋大学社会学部非常勤講師
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1. 150と15014000シリーズの概要
1. 1 15014000シリーズの成立
IS0とは「国際標準化機構J1という組織を示す
略称であるが、同時に、そこが策定する「規格J
を意味する場合もある。その規格の中で、とくに
「環境」を中心に内容を定めたものが、ここで取り
上げるIS014000シリーズである。日本国内では、
すでに、 1991年に品質管理を規定する同9000シリ
ーズが登場し、多くの事業所が取得に乗り出した
経緯がある o 14000シリーズは、日本では1996年9
月に発効して以来、その取得にむけた活動がさら
に旺盛であり、審査登録件数は急激に増加してい
ることが報告されている21[図1]0 むろん、その
社会的な認識も高まっているといえよう。
そもそもこの規格は、 1992年開催の「国連環境
開発会議(リオ会議)Jに先駆け、民間企業で構成
された「持続可能な開発のための産業会議
(BCSD) Jが、「環境に関する戦略的委員会
(SAGE) Jを発足させて検討されたものが土台と
400 
350 
200 
150 
100 
50 
。
なっている(三橋:1997)。これをもとにIS0が‘
環境のための新シリーズとして制定したという経
緯をもっ。もっともヨーロッパでは、イギリスで
の環境規格基準 (BSD)や、 EU圏での規格として
1995年発効のEMAS31などが、 IS0に先行して制定
されていた。欧州企業がより環境に配慮している
という見解も、国や地域でこれら規格に早期から
着手してきたことと関係しているだろう。ただし、
IS0の基本的なアイデイアはイギリスの規格から
発展的に継承されていること、そして、 EMASか
ら環境報告書の公表と環境監査の義務を除いたも
のが環境マネジメントシステムとしてのお014001
であることをみれば、それぞれは互いに関係が深
いといえるだろうの。
最後に、 IS0と環境経営システム(以下EMSと
略)の相違についてふれておこう。 IS0は国際規
格(認証)の取得であり、計画 (Plan) 一実行
(Do) 一点検 (Check) 一改善 (Action)のサイク
ルで管理活動を行うことに意義がおかれる O そし
て何を活動するかは、企業の創造性に任せられる O
EMSは環境対策を主眼とした経営のシステムのこ
とで、環境経営理念、環境保全実施項目、環境部
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図 18014001審査登録推移状況(平成12年3月現在)総数3，548件
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門の設置などに関係する企業の戦略的意思決定の
システムともいえる。このように、両者は意味内
容に違いがあるが、前述したとおり IS014001が
EMSに関する規格であり、 EMSを整備することで
環境諸活動が実施されISO取得に結び付くのであ
るから、企業経営においてはそれぞれ密接に関連
しあったものといえるO
2 日本の取得状況
ISOWORLDのホームページによれば、 2000年4
月現在、 14001取得事業所数は日本が第1位で、全
15，772件中、 3548件が登録している[図 2J。およ
そ1年半前の1998年7月には1018件(全世界合計
5142件、日本の取得数は同じく第 1位)だった
(足立:1998)ことと比較しでも、取得件数の急激
な増加がわかる O 最近では、企業に限らず、自治
体や大学などが取得するケースも増えている。
今回の調査対象となった東京都、そして電気機
械系事業所は、取得率が最も高い地域と業種であ
る。本調査実施に近い1999年11月の(財)日本規
格協会の調べでは、東京都が 299件(総数2940件)
と取得件数が最多だった。 2000年3月時でも411件
でトップである[図 3J。また、 1999年9月のISO
WORLDによる集計では、電機系が35.9%(総数
2400件)と最多取得業種だった。図 4 (2000年3
月)においても、なお29.4%と一位の座を守って
いることが示されている。さらに、図5により経
年変化を眺めると、圏内で逸早く取得に取りかか
ったのが電気機械系事業所であり、やがて、それ
を他業界が追いかけたことがわかる。 1996年12月
の発効直後の時点でとられた集計では、その当時、
取得全体の実に半数以上 (56.3%)が電機系事業
所であった。しかし、時間の経過とともに取得総
数が増加するにつれ、他業種の構成比が徐々に高
まっているO
こうした、電機系業種の取得が早期から進んだ
理由として、次のような要因が考えられている。
電機系企業は販売が国際的であるため、とくに環
境規格の有無に敏感な欧州輸出をにらみEMSの整
備が早くから行われ、それがISO取得につながっ
たのである O そして、このようにEMS整備の必要
性が感じられた電機系の大手企業数社が、日本国
内のISO制定を進展させたという業界史をもつか
らというものである(三橋:1997)。
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図2 世界のIS014001/EMAS登録件数
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国内全体で取得をした企業の、規模別の比率構
成はわからないが、もちろん取得への動向は、大
企業にかぎられたものではないだろう O 一つの仮
説として、 EMSの整備にともなって、今後IS0の
取得が中小企業にも拡大していくのではないかと
の予測がある O それは、経営システムの整いにく
い中小企業のほうが、環境管理体制による経営上
のメリットが大きいといわれているからだ。たと
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えば、利益率の向上、ムリ・ムダ・ムラの減少、
効率の徹底化などが期待されるO 事実、中小企業
では経営システムの改善(とくにEMSをもとに)
をねらって、 IS0取得をめざす企業もあらわれて
いるとの報告もある(石井:1999) 0 
また、後でも述べるが、電機系企業では部品調
達の関係から、大手企業が中小の部品製造会社に、
「グリー ン調達」などの名称、で、 IS0やそれと同等
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((財)日本規格協会 ホームページより)
図3 都道府県別15014001審査登録状況(平成12年3月現在)
認証取得件数3，548件(延べ事業所数3，869件)
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(1件)
旧本標準産業分誼による分誼 | 
(ISO WORLD ホームページより)
図4 業種別IS014001審査登録状況(平成12年3月現在)総数3，548件
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(ISO WORLD ホームページより 数字は%を示す)
図5 業種別IS014001認証登録構成比の変化
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の環境管理システムを導入するようはたらきかけ
る場合があり、取得の必要性を感じている中小企
業も増えていると言われている%
さて、 1SOの取得は、世界共通の規格を採用す
ることに他ならない。そのために企業は取得計画
をたて、実際に環境管理活動を行って申請をする。
1SOに任命された審査員がこの審査を実施し、合
格後に認証が与えられるο その認証取得までの費
用は、平均すると中小で300-500万円、大企業で
は1000一数千万円必要で、あるとの試算や(足立:
1998)、または、 100人規模で100-120万円かかる
との報告もある(三橋:1997)。さらに、認証は3
年に 1度再審査を受ける必要がある。こうした費
用の面から、認証の取得と継続は資金繰りに有利
な大企業でなければ難しいとの懸念は容易にはぬ
ぐえない。
そこで発生するのは経費の問題である。取得の
費用は、当初は、企業の負担を増加させるのでは
ないかとの懸念もあった。そもそも1SOは、企業
による自主的な取り組みにすぎず、取得しなけれ
ば企業活動が続けられないといった類いの規格で
はない。そこで、「なぜ費用を払ってまでも取得す
るのか」という疑問も、組織の中で生じやすい。
実際、リストラの断行される最中にあって、「環境
に金を使うより、人間に金を使ってほしい」とい
った従業員からの意見が、経営陣にむけられた例
もある。しかし、取得後にコストダウンなどのメ
リットが確認されるにしたがい、十分それが補わ
れると判断される状況も増えている。いずれの場
合でも、環境への配慮と経費の問題が無思慮に天
秤にかけられ、公害を発生させてしまった過去を
教訓とし、 1SO本来の目的である「環境保全」か
ら外れてしまう危険性には、十分注意しなければ
ならないだろう。
2. 150への対応
2. 1 150の取得状況
本調査では、問19で 114001への対応状況Jを聞
いている。 1SOの取得について、現在どのような
状況であるか。その結果は、
「既に取得J- 5.2% ( 15社)
「申請中」一一一一 3.1%( 9社)
「検討中J一一一17.4%( 50社)
「予定なし」一一ー 63.9%(184社)
「知らない」一一一10.4%( 30杜)
となった。「既に取得」と「申請中Jをあわせても、
1割にも満たなかった。前述(I節)の予想に反
し、 1SOへの対応はさほど進んでいないと言える。
また、取得しないという選択もみられ、全体の 3
分の 2ほどの企業は取得の「予定なし」と答えて
いる。これらの要因については、後節で考えてみ
たい。
さてここで、「予定なしJ1知らない」をあわせ、
これを取得に「消極的Jと考えられる企業グルー
プとしよう。そして、「既に取得J1申請中J1検討
中Jと答えた残りは、あえて取得に「積極的」と
分類してみよう。この割合はそれぞれ、
「取得に消極的J-74.3% 
「取得に積極的J-25.7% 
となり、全体でおよそ4分の3というとても多くの
企業が、取得にたいしては「消極的」な状況であっ
た。
2. 2 150取得のメリット
つづく問20では、「取得のメリット」について聞
いている。 1SO取得のメリットとして、最も多く
よせられた意見から順に並べると、
「企業イメージの向上J-27.7% 
(42.6% :メリット回答数の%)
「親会社との関係J--14.2% (21.9%) 
「地球環境への貢献J-11.5% (17.8%) 
「国際的取引の有利さJ-5.8% ( 8.9%) 
「国内競争力の強化J- 5 % ( 7.7%) 
「その他」
となった。また、
1 % ( 1.2%) 
「メリットはない」一一一一20.8%
「よく知らないJ-←一一一14.2%
との回答も比較的多く見られた。
「企業イメージ」が最も多かったことから、
1SOの取得は、「我が社は環境に配慮、しているJと
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社会に訴えるという目的に直結しているのではな
かろうか。なお、選択肢に含まれていた「取得後
の経費削減jを選んだ、企業はなかった。先に述べ
たような、 IS0を取得することでコストダウン等
の経費削減が達成されるといったメリット感は、
もたれてはいないのだろう。つまり、大方の事業
所にとって、 IS0を取得することは企業アピール
力と競争力の向上に効果を発揮すると受けとめら
れており、経費削減という組織の改善には結びつ
けられていないと考えられる。加えて、 5社に 1
社の割合で、「メリットはないjと認識されていた。
何らかのメリットの項目(イメージ、親会社と
の関係、環境へ貢献、国際取引、競争力強化、そ
の他)を回答し、 IS0取得に意味を見いだしてい
る企業を「メリットあり」事業所とし、それ以外
(メリットなし、知らない)を「メリットなし」事
業所としてわけでみると、
「メリットあり」一一一一65%
「メリットなし」一一一-35%
となる。
既述のとおり、 IS0取得は義務ではないので、
むしろ利潤の追及を専らとする企業にとって、メ
リットがはっきりしていれば取得にむかうだろう
ことは予想される O そこで、取得に積極的か消極
的かに分類される企業それぞれで、 IS0メリット
の有無をみると、図 6のような結果になった。積
極的な企業のほとんどでメリットが認識されてい
るのにたいし、消極的な企業ではあまりメリット
が感じられていないのが明らかである。
しかし、積極性とメリットはともにIS0につい
て直接聞いており、相互に密接な関係をもってい
るが、どういった企業が積極的なのかという特色
は描き出されていない。これらをふまえ、第1に
IS0取得に関係していると思われる要因を取り出
すことは節)、第2にそれら原因群のうち、何が
もっとも取得動向に影響をおよぼしているのかを
明らかにする (4節)という 2点を検討してみた
し冶。
3.調査企業の特徴と150取得との関係
IS0の取得にかんする企業の特徴を考える際、
いったん、 IS0取得にどれだけの意義があるのか
については考えないこととしよう O その上で、組
織そのものに付与される特徴を外部指標として、
また、組織(あるいはその成員)の営みの結果で
あるものを内部指標として区別し、それぞれにつ
いて考えてみたい。たとえば、企業の規模として
とらえられる従業員数や出荷額、そして、主要な
取引先の違いなどは前者に、また、これまで実施
されてきた環境対策の内容については後者といっ
た具合であるO
3. 1 外部指標による分析
(1)従業員数とIS0取得
はじめに、外部指標として従業員数について考
表1 従業員数と18014001への対応のクロス表
IS014oo1への対応
既に取得 現在、取 現在、取 取得の予 それにつ
している 得に向け 得を予定 定はない いでよく
て申請中 中 知らない 合計
従業 19人以下 度数 1 3 14 103 23 144 
員数 従業員数の% 7% 2.1% 9.7% 71.5% 16.0% 100.0% 
20-39人 度数 1 I 13 42 5 62 
従業員数の% 1.6% 1.6% 21.0% 67.7% 8.1% 100.0% 
40-99人 度数 1 3 10 24 2 40 
従業員数の% 2.5% 7.5% 25.0% 60.0% 5.0% 100.0% 
100人以上 度数 12 2 13 14 41 
従業員数の% 29.3% 4.9% 31.7% 34.1% 100.0% 
lロh号ロiト 度数 15 9 50 183 30 287 
従業員数の% 5.2% 3.1% 17.4% 63.8% 10.5% 100.0% 
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察する。表1に示されるように、少人数の事業所
では取得実績が少ない。 r19人以下Jr20 -39人」
r40-99人」では各1事業所ずつで、ある。対照的に、
従業員数の多い企業ではその動きが早く、取得企
業の80%(12社)が100人以上の事業所という結果
だった。人数の増加にともなって、取得傾向がは
っきりしており、とくに、規模の大きい企業に集
中して取得がみられる。これにたいし、「取得の予
定はないjと回答した事業所は63.8%(183社)に
もなる O 従業員数が増えるにしたがい、「予定なし」
事業所の割合は減少する傾向がみられた。
さらに、「知らない」と回答した事業所が全体で
約1割 (30社)あった。 100人以上の企業では 1社
もみられなかったのにたいし、 19人以下ではその
うちの76.7%(2紳士)にも達した。筆者は別の機
会に、企業の環境担当者にヒアリングをしたこと
がある O すると、大企業であっても rrsoは日本
の企業の内情にそぐわず解釈が難しい」とか、「欧
米の発想に基づいているので内容がわかりにくい」
という声を耳にした。このような、 rsoの内容に
ついて詳しく知らない事業所のことも想定すると、
大企業に比べて d情報の量・質ともに不足しがちな
中小企業においては、なおのこと「知らない」と
の回答がょせられる可能性があるだろう。
これらをもとに、企業の従業員数ごとに取得に
「積極的」といえる企業を比べてみると、
19人以下一一←ー 12.5%(全144社のうち18社)
20-30人一一一24.2%(62社中15社)
40-99人一一一35.0%(40社中14杜)
100人以上一-65.9% (41社中27社)
となった。 ISO取得にむけた積極性は、従業員の
多い企業でより前向きな傾向が見られる。そして、
少人数の企業では、消極的な(予定なしゃ知らな
い)回答を示した企業が多かったのである。
メリットの有無でも同様の傾向を示しているO
従業員数が多い企業のほうが、取得におけるいず
れかのメリットを回答していた。 19人以下の事業
所ではメリットを感じているのはほぼ半数だが、
100人以上の規模では94.7%にもなった。
150のメリット
回メリット章Lパー セント
騒動鉛Itメリットパセント
図6 180取得の積極性とメリット
(2)年間合計出荷額
次に、合計出荷額別に積極的な企業の割合を比
較した。その結果は、
1億円未満一一 8.3%
1 -5憶一一一15.5%
5-10億一一←32.5%
10-50億一一-44.4%
50億円以上 7l.4% 
となった。合計額が多くなるにつれて、積極的に
なる企業が増加する傾向にある。とくに、出荷額
が r1 -5億円」の企業は最もサンプル数が多く
なったが、その103社のうち積極的なのはわずか16
社 (15.5%)にすぎない。しかし、 r50億円以上」
の企業では、 14社のうち10社 (71.4%)にもなっ
た。
また、メリットは出荷額の多い事業所ほどそれ
が感じられているとは必ずしもいえないが、最も
割合の少なかったのが r1 -5億円」の企業で約
5割、しかし、 10億円以上の企業では 9割以上に
もなった。さらに、 50億円をこえる出荷額の企業
は全体で14社あったが、このうち13社 (92.9%)
がメリットを認識しているという結果となった。
このように、年間出荷額においても、従業員数
の場合とほぼ同じように、出荷額の増加にしたが
い積極性やメリットの割合が増加していることが
わかった。
(3)取引先5)
取引先の別ではどうか。それぞれの企業の取得
への積極性は、
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「海外が大半J 33.3% 
「海外と圏内半々J-.-48.1% 
「国内が大半」一一一-29.8%
「囲内のみ」一一一一一一18.7% 図7J 
海外が大半
海外と圏内半々
圏内が大半
国内のみ
% 
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図7 取引先と積極性
となり、囲内との取引に限られる事業所に比べ、
海外に取引先をもっ事業所の方が、取得にたいす
る積極性が高い。
メリットについても状況は等しく、海外取引の
ある企業にメリットが強く感じられている。
「海外が大半」一一一一80%
「海外と国内半々J-78.3% 
「国内が大半J 75.5% 
「国内のみJ 53.2% 図8J
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図8 取引先とメリッ卜
海外との取引の割合が大きい事業所ほど高率で、
反対に、国内のみの金業ではメリットはおよそ
半々となってしまう。これは、海外との取引にお
いて、取得の必要性が生じるなど、取得すること
は業績上のメリットが大きいと感じられ、取得動
向に影響がしていると推測される。
(4)小括
金業の外部指標をもとにISO取得の動向を確認
すると、全体的な傾向として 2点を指摘できる。
つまり、一つは従業員数や出荷額といった事業所
規模の大きさ、もう一つは海外を中心とした取引
先の割合の違いに大きく関係していることが示さ
れた。このほかに、会社の創業年数や事業所の操
業年数といった項目もこれに含まれるだろうが、
ともにほとんど関係がみられなかった。
この結果に基づくと、今まで言われてきた取得
動向がそのままあてはめられるにすぎない。それ
は、大企業が先行し、海外取引における必要性に
よっておOが取得されるとの見解である。そこで、
より検討を進めるために、次に内部指標を用いて
取得状況をおさえてみたい。
3. 2 内部指標による分析
内部指標として考えられるのは、組織のメンバー
が企業の運営をどのように考え、それをどのように
行動にあらわしているかである。企業文化論の研究
者らは、このような、「各個別企業の構成員が共有
しているすべての潜在的および顕在的な意思決定基
準」のことを、経営学的観点における「企業文化J
と定義づけている(梅津編:1995)。本調査では、
製造工程・製品・経営におけるそれぞれの環境対
策、産業廃棄物の排出管理の整備、環境規制(家電
リサイクル法・改正廃掃法・ PRTR)への対応の各
項目が当てはまる。これらはいずれも、組織に所属
するメンバーが、それぞれ考えと行動をもって遂行
する領域であり、企業の有する大きさなどではない
内部の情報として扱われるものである。またこの他
にも、生産のための作業工程上で、有害廃棄物や特
別管理廃棄物等が使用されているか否かも、確認し
ておく必要があろう。
工程・製品・経営の各「環境対策jと、産業廃
棄物の「排出管理」については、想定される事項
をあらかじめ挙げておき、複数回答で尋ねた。ま
た、これらに含まれないものは「その他Jに記入
してもらった。このその他をあわせ、工程は10、
製品は 8、経営は12、産廃の排出管理は 7項目か
ら選択されるようになっている。ここでは、企業
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ごとにそれぞれの項目の出現数を求め、その合計
を用いて分析した。
なお、環境規制の 3点については寺田論文にそ
の取得状況が、環境対策の実施状況については堀
畑論文に、それぞれ詳しく紹介されているので参
照されたい。
(1)環境対策の実施状況
これまで採用されている環境対策の数は、工程
では最少がOで最多が7(平均選択数は1.42、最
も多く回答されたのはリサイクル (43.6%))、製
品がo~ 7 (1.29、梱包材の削減 (51%))、経営
が 0~9 項目 (2.07、休憩時間の節電 (70.8%)) 
の間で選択された(堀畑論文参照)。全体の傾向と
しては、従業員数や出荷額の多い事業所ほど採用
数が増えるが、製品については他と比べ、これら
規模との関係が若干弱かった。また、各対策とも
分野間相互の関連が強く、対策数が多い企業はい
ずれの項目も採用が進んでおり、少ない企業では
遅れていた。
図9，10， 11のそれぞれに示されているように、
取得にたいして積極的な企業は、対策数が多い企
業に多く見られる。とくにそれぞれの最大値では、
いずれも100%の企業が積極性を示しているのが特
徴といえよう。ところで、ここで聞かれている対
策は「すでに実施されている」ものとしているた
め、計画中の対策は含まれない。つまりそれぞれ
の事業所で、対策の項目数が増え、何らかのかた
ちで環境対策が充実していくにつれて、 IS0の取
得に結び付いていく現状がうかがえる。さらには、
製造工程を改善する、製品の規格を変更する、経
営の改革をすることが可能な、組織運営のフット
ワークの軽やかさも必要な要素であると考えられ
るO そしてこの中には、各変更を可能とする財政
上の豊かさも含まれてくるはずで、ある。
(2)産業廃棄物の排出管理
つづいて、産業廃棄物の排出管理についてで、あ
る。採用されている合計数は最少がOで最多が5
項目、平均選択数は0.82、最も多く回答されたの
は「推進部署の設置 (22.5%)Jであった。これも
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図11 経営の対策数と積極性
IS0取得との関連がみられ、企業のとる排出管理の
項目が増えるにしたがって積極性が高くなってい
る[図12J。
排出管理は、工場施設の整備や経営上の組織改
善などを含んでいるので、工程・経営の環境対策
とも比較的近い位置にあるといえよう O また、
ISOの規定にも責任部署の明確化、計画の策定と
実施など同種の項目があり、廃棄物管理の計画で
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図12 排出管理数と積極性
1SOを申請する事業所も多い。そこで、管理項目
が充実することで取得に積極性を示すという結果
は、理解が可能である O
(3)小括
内部指標は、企業で実際に行われている内容や
計画にもとづいたもので、それによりISOの取得
の状況を把握しようと試みた。結果として、それ
ぞれ行動に前向きな姿勢を示すにしたがい、また、
各社の対策が充実するにしたがって、 1SOの取得
もより積極的になる傾向を読み取ることができ
る。
内部指標からながめると、取得には具体的な環
境対策が進展していることや、計画的に規制や規
格に狙いを定めた組織運営が行われていることが、
やはり取得の「積極性」に影響していると判断さ
れるO こう考えた場合、外部指標に表現された規
模の関係だけではなく、目標設定や具体的行動と
いう組織運営(ここでは経営)の方法が、取得動
向に影響をすると推測される。
ここに、 1SOの特色があらわれているとみること
もできょう。それは、 IP-D-C-AJのサイクルの
もと、取得には継続的に対策をとることが要求され
るため、組織経営の改革が同時に進行されなければ
ならないからである。こうした経営の改革を推進し
うる各社の内部事情については、ヒアリングによっ
て補完されなければならないが、改善と取得の2つ
の積極性が結ぼれていることが注目される。
ところが、注意すべき点はここにもある。それ
は、内部指標として取り出された要因群のなかに
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は、企業が対策を取ってしかるべき状況と、そう
しなくてもよい場合が混在しているからである O
たとえば、有害物質をまったく使用していない企
業にとっては、その対策の必要はないということ
になるだろう。よって、対策数の多少をみただけ
では、その企業の環境への配慮が実質的に進んで
いるかどうかを判断することはできないのである
(寺田論文参照)。
4. 150取得に影響する要因
ここまで、企業の外部・内部の指標を取り出し
取得動向を把握してみたが、これら要因群をもと
に、実際にどの要因が強く影響しているのかを次
に分析する。
まず、 1SOの取得状況(問19) を従属変数に用
いた。そして、ここまで検討してきた指標を独立
変数として、重回帰分析を行った。独立変数には、
外部・内部指標から影響のあると思われる合計12
変数を任意に選び、強制投入法によって投入した。
これら変数は、(1)企業規模と取引先として、
「従業員数JI出荷額JI取引先Jの3つ、(2 )実
施されている対策群として、「工程の対策JI製品
の対策JI経営の対策JI産廃の排出管理JI特別管
理廃棄物の管理JI有害物質の使用状況」の 6つ、
( 3 )新規制への対応として、「家電リサイクル法
への対応JI改正廃掃法への対応JIPRTRへの対
応Jの3グループそれぞれで、算出された係数は
表2に示す。
この結果、有意水準 5%以内にあった指標が3
つ取り出される O 取得に最も影響していたのは、
外部指標である「合計出荷額」であった。次に内
部指標としてあげた IPRTRへの対応J、最後に
「取引先jの関係が析出されている。これらはとも
に、 1SO取得を推し進めるドライブ要因といえる
だろう O 前節で想定したように、外部指標だけで
なく、内部指標である「組織経営の方針 (PRTR)J 
が取得に関係していることが重視される。関係が
深いと思われた「従業員数」ゃ「環境対策の実施
項目」のそれぞれは、取得の動向にはさほど影響
していないようであるひつまり、「合計出荷額」が
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表2・1 震回帰分析モデル集計
表2・2 重回帰分析分散分析b
モデルτ一一回帰
残差
全体 145品 2I 218 
a.予測値(定数)、排出管理、取引先、家電リサイクル、有害物質使用 (q13の合計値)、合計出荷額、製
品の対策、PRTR、工程の対策、経営の対策、改正廃掃法、特管廃棄物の管理(合計値)、従業員数。
b.従属変数:IS014001への対応
表2・3 重回帰分析係数a
非標準化係数 標準化係数
モデル B 標準誤差 ベータ t 有意確率
I (定数) 4.022 
取引先 .138 
有害物質使用
-3.059E-02 (q13の合計値)
家電リサイクル -9.314E-02 
改正廃掃法 4.736E-02 
PRTR 一.436
合計出荷額 一.194
工程の対策 3.355E-03 
製品の対策 1.906E-02 
経営の対策 -7.616E-02 
特管廃棄物の管
-8.109E-02 理(合計値)
従業員数 4.492E-02 
排出管理 一.107
a.従業員変数:IS014001への対応
高額で、 iPRTRへの対応」に積極的であり、「取
引先」が海外にも関係している企業のほうが、
ISOの取得に積極的になるということを意味して
いる。
この結果から、会社概要など組織の外枠を形成
している項目からだけではなく、その企業(事業
所)が環境対策に関してどういった考えをもち、
行動しているのかも含め、 ISOの取得動向を検討
することが必要だとわかる。とりわけ、 PRTRの
ような今後制定される規制とISO取得動向との関
係が深いということが重要であろう。というのも、
その企業が、どれだけ先を読んだ意思決定ができ
.271 14.817 .000 
.067 .121 2.054 .041 
.068 一.028 一.450 .653 
.125 一.049 一.747 .456 
.179 .022 .265 .791 
.194 一.178 -2.249 .026 
.069 一.269 -2.789 .006 
.054 .005 .062 .950 
.052 .026 .370 .712 
.041 一.148 1ー.856 .065 
.073 一.093 -1.104 .271 
.071 .061 .629 .530 
.066 一.142 1ー.606 .110 
るか、新しい経営環境に積極的で柔軟な対応をと
ることができるか、そしていかにビジネスチャン
スにつなげられるかという、戦略的企業像が想定
されるからである。
これはちょうどISO取得の必要性について、常
に数年先を予測し、素早く取得行動に乗り出すこ
とが求められると述べた、ある企業の環境担当者
の意見に近いものといえよう(埋田:1998)。同社
は、 ISOを組織的な戦略の一環として取得し、や
がてエコ・ビジネスなど「環境jへのウェイトを
増しつつ、新しい経営資源を手にいれていった
(石川・田島編:1999)。こうしたISOからはじま
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る組織環境の整備も、企業にとっては重要な戦略
的決定である。その意味ではIS0は、経営の改善
を行う一道具として、組織環境の整備のためにも
用いられているのである。「先を読んだ」決定を進
展させる企業文化の有無とも関係は深い。
では、 IS0は単なる企業経営を改善する処方筆
なのか。この点を次節で検討する。
5. ISOの取得における問題点
さてここで、取得動向から少し離れて、 IS0に
かかわる部分でいくつかの間題点を指摘しておこ
つ。
はじめに、 IS0のメリットとして感じられてい
る項目のうち、「地球環境への貢献Jへの回答がさ
ほど多くない(回答全体で11.5%) ことである。
そして、「企業イメージJr親会社との関係」ゃ国
内外の競争力強化といった、自らの利益に反映さ
れる項目により意見が集中していることである O
「地球環境への貢献」を回答したのは、メリット回
答数で比較しでも 2割に満たない。「環境マネジメ
ントJをうたいながらも、「環境への貢献」は、経
営上のメリットよりもあと回しにされているので
ある。ここで問題にされるのは、 IS0取得の意義
であろう。
そもそもIS014001では、特定の環境パフォーマ
ンスについて言及しておらず(JISCホー ムペー ジ)、
rp-D-C-AJサイクルにのっとった何らかの対策
を講じることで認証取得が可能である。もちろん、
これによって、その企業の環境対策や経営状態そ
のものが改善される可能性も高いだろう O ただし、
どのレベルまで環境負荷を低減させるかは、企業
それぞれに任せられている。この意味において、
IS0の認証は、まさしく環境への配慮を自主的・
積極的に取り組んで、いることを示すものである O
しかしながら、 IS0は一種の表看板ということに
なり、実際に企業が行っている対策は別に調べな
ければならない。ここに奇妙な現象がおこる。不
言実行で環境対策をしている企業は認証が取得で
きず、ある面では有言実行でも別の面では不実行
である企業カ~1S0を取得できるのである。
そこで、次のような議論が想起される。金業経
営における倫理問題として、一つは組織内部を志
向した、もう一つは広く社会にむけたそれぞれに
おいて「健全な」経営が望まれるとする、経営倫
理学の主張である。こうした重要な認識が、上記
の矛盾を防ぐためには不可欠なものとなるだろう。
なぜなら、企業は組織の本質としての機能を、効
率・競争・人間・社会の各領域で発揮すべきとの
理解にたち、従来の経営上のメリットを確保しつ
つも、社会(環境)にたいして適正な「経営」を
しなければならないと訴えているからである(水
谷:1998) 0 
取得のメリットや意義についての疑問は、取得
に積極的になることがどれほど重要なことかとい
う、もう一つの問題を導いてくれる o IS0取得に
「積極的Jだ、ったのは、人員も出荷額の規模も大き
い大企業だづた。だからといって、大企業のほう
が環境対策に自主的・積極的だという結論になる
わけではないO とくに、取得の動機においては
「イメージ」が先行している状況下であり、また、
最低限度の対策によって認証が得られたのであれ
ば、 IS0を取得したからといって環境負荷がなく
なるとは言い難い。
特別管理廃棄物の管理状況はどうか。従業員数
19人以下の企業では、71.9%の事業所で廃棄物を
「排出していない」のである。これが100人以上で
は、「排出していないJのは28.9%でしかない。排
出していない企業ではその管理が不要であるから、
環境対策が進んでいなくても不思議ではない。そ
のような事務所では、 IS0取得に消極的であるの
も一面では理解できょう。あわせて、その割合の
多い小規模事業所で、取得が消極的であったことも
領ける。 IS0でシステム構築をすることも、イメ
ージをかせぐ必要性も、それほど重要な経営課題
にはならないのだろう。
同様に、金属くずや廃プラスチックの排出と有
害廃棄物の使用状況をみても、「排出していないj
場合や使用していない事業所は、人数や出荷額が
小規模の企業でその割合が高かった。対照的に、
大金業のほうが取るべき対策が多いため、 EMSに
よって経営上の管理を徹底させなければならない
， 
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だろう。そこで、 IS0に「積極的」になるのは当
然だと考えられる。また、システム構築で遅れて
いる小規模事業所だが、むしろ取得に「積極的J
になる重要度がより低いことが指摘されよう。取
得の「予定なし」やIS0を「知らない」と回答し
た事業所の多くは、このような状況のもとにおか
れているのではなかろうか。
この他にもIS0をめぐる問題はある。IS0認証は、
取得後も 3年に 1度のベースで再審査を繰り返さ
なければならない。こうした費用が継続的に必要
であることは、おのずから大金業に有利に、中小
企業には不利にはたらく可能性が高い。出荷額か
ら利益がわかるわけではないが、大きい額を動か
すことのできる企業ほど、取得とその後の更新が
行いやすいことが考えられる。そろそろ、取得後
3年の期間を経て再び審査のせまる企業が多くな
るにつれ、 IS0に関連した諸問題があらためて浮
かび、あがってくることになるのではなかろうか。
環境保全への関心が広まるとともに、企業の行
動も環境対策をともなっているかどうかが判断さ
れるようになっている。その目安にIS0が用いら
れるのはわかりやすい。ただし、環境保全に意味
をなすことやそのために継続的に改善することと、
認証の有無とが必ずしもイコールではないのを忘
れではならないだろう。 IS0を取得しているから
というだけでは、十分な安心材料とはならない。
この点では、企業を見つめる市民の視線が、経営
行動の実態をチェックする役割としてますます重
視される。
6.要約と含意
企業の特慣を形成する外部・内部の指標群から、
‘ IS0取得のドライブ要因として、出荷額、 PRTRへ
の対応、取引先が析出された。とくに、従来から
いわれているような、出荷額(規模の大きさ)や
取引先のような外部指標だけではなく、新しい環
境規制への対応をとろうとするかといった内部指
標が、実は取得に影響する要因であることもわか
った。こういった「企業文化J(梅津編:1995) と
してまとめられる組織の決定や慣行と、環境対策
の関連については、本調査の自由回答欄に一部で
はあるが見つけることができる(神長論文参照)。
ただし、出荷額のように、企業の規模の大きさが
取得に影響しやすいこともやはり事実である O 大
規模の事業所に取得が多くみられ、小規模に少な
いのは一貫した傾向であった。
実際は、中小企業では資金や情報の不足から、
取得が進まないこともあるだろう。しかし、取得
をしていなしミから、環境対策に不備があるとも断
言できない。反対に、大企業が多く取得するIS0
認証がそれまでの環境対策の延長に位置づけられ
るとしても、有害物質を使用しているのなら対策
をとるのは当たり前であるO よって、 IS0取得の
成果が、今後、企業から社会にむけて発信され、
検討されることが望まれる。
そこで、これからのIS0認証取得において確認
されるべきは、一つにはおOの有名無実化を避け
るために、どのようにIS0の意義をその経営に組
み込んでいくかという経営の改善が必要となろう。
もう一つは取得の有無によらず、企業の環境対策
をどのように行うかが、企業に間われているはず
である O その意味ではIS0認証は、取得をした後
の、環境へ配慮するための企業の運営をいかに維
持し向上させるか、その出発点とも言えるであろ
うO また、企業自身が取得に重きをおくだけでは
なく、取得の意義をより深く考えるべきではなか
ろうか。「環境」を謡う規格が、それからはなれて
しまっては意味がない。
注
1) IS0は“Intema姐onalOr宮anizationfor Standardization" 
の略で、本部はジ、ユネー ブにおかれているo 日本は、
日本工業標準調資会 (JISC)が会員として加入して
いる。
2) (財)日本規格協会調べによる O
3) EMASは、“Eco-Managementand Audit Scheme" 
(環境管理・監査制度)の略で、ドイツを筆頭にEU圏内
の諸国で取得されている(取得状況はISOWORLDホ
ムーペー ジを参照のこと)0EMASの場合、取得して
いれば銀行からの借り入れが容易になるなど、企業
活動上の優遇措置が図られている(足立:1998)。
4) ISO策定までの経緯や、各規格の相互の関係につい
ては、夏目・三島編著(1997)に詳しく紹介されて
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いるので、参照のこと。
5 )国際・園内取引を問わず、昨今は下請け関係による
環境対策の強化、 ISO取得の要請が多いといわれる。
たとえば、 ISO認証の提示やグリーン調達といった
要請をうけて、次のような事例が報告されている。
事例ボルボを得意先とする電子部品メーカーの
アルプス電気が、 ISOの取得を催促された。
また取得が遅れる場合には環境にたいする
社内計画を文書で提出するよう求められた
(足立:1998)。
事例2 ヨーロッパとアメリカの販売庖から東北日
本電気にたいし、 ISOの認証のコピーを送
ってほしいとの依頼状が届けられた(足
立:1998) 0 
事例3・1)コーが「グリーンパートナーシッブ」の
名目で、囲内下請け部品会社などにたいし
「グリーン調達ガイドライン」を配布し、
同時にISO取得のアドバイスを行っている
(リコーグループ環境報告書)。
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V Action of Companies toward the Acquisition of 18014001: 
The Environmental Policy of Companies in Japan(5) 
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18014001， which is the registration of“Intemational organization for standardization" focused 
on the environmental management， isone of the important indications to evaluate the environmen-
tal measures of companies. Recently， companies are required setting up the unified guidelines and 
activities by 180. That is why 18014001 is an important indicator. In generally， large companies 
have great advantages for getting the registration. But it is not clear in the case of smaller and 
medium-sized companies that how many companies acquire the registration and how much they 
are willing to acquire. 
The result is like followings; first of al， asthe scale of the company enlarged 180 was known 
and acquired. 8econd， not only the scale， but also the decision-making on management， which is 
the inner index for organization measurement， isrelated with the acquisition. 
But the results mentioned above are not sufficient conditions for evaluating basis. In other 
words， the fact that large companies acquire 180 registration does not mean directly that they are 
making good efforts for environmental measure or “friendly to environment". Because many of 
them use toxic materials， so they need to show their plants are clean and take measures against 
pollution by certification of 180. This is， 1 think， an important point. 80 we have to consider anoth-
er factor in addition to that from now on. That is， whether one company is really“friendly to envi-
ronment" must not be evaluated only by registration， and must be considered with another factor， 
the observation from outside， atthe same time. Because 18014001 itself does not touch on the 
environmental performances. 
